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2020 年 4 月，新型コロナウイルス感染拡大の影響により緊急事態宣言が発令され，人々の行動が大きく

変化した．人との接触を避ける為に外出自粛やテレワークが実施され，新たな生活様式が構築された．こ

のコロナウイルスを踏まえた生活は今後も継続していくであろうと考えられ，人々の行動の変化を詳細に

把握することが重要であると考えられる．そこで本研究では，人々の行動を再現するアクティビティモデ

ルと個人の行動履歴等を把握できる携帯電話基地局データを用い，東京都市圏での 2020年 4月の人々の行

動の再現を図った．その結果，コロナ禍での人々の行動を適切に再現し，そこから居住地別，年齢階層別，

職業分類別など様々な属性別による在宅勤務率や OD の変化などアンケート調査等だけでは把握しきれな

い状態を推計することができた． 
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1. 研究の背景と目的 

 

昨今の新型コロナウイルス感染症流行により，人々の

生活は大きく変化した．特に，移動という面に関しては

大きな制限がかかり，コロナウイルス流行前に比べて

人々の移動はかなり減少した．人々の移動が変化したこ

とに伴い，社会の在り方も少しずつ変化してきており，

在宅勤務の実施やサテライトオフィスの増加，鉄道や街

中における混雑の緩和や地方・郊外への移住者の増加な

どが見受けられる．このコロナウイルスによる新しい生

活様式は今後も継続していくであろうと考えられ，この

先の感染症対策やコロナウイルスを踏まえた社会・都市

の構築は重要であるといえる．そして，この新しい生活

様式の構築や感染症対策の実施に向けて，人々の移動や

行動を詳細に把握することが必要不可欠であると考えら

れる． 

そこで，人々の移動や行動を把握する方法として，人

の行動に着目したアクティビティモデルが近年利用され

てきている．アクティビティモデルでは個人の移動は活

動の派生需要であるという立場で考えられており，個人

属性や時空間制約の制限の下，個人の活動内容や場所，

時間などを決定し，その間の移動をしている．このアク

ティビティモデルの利用により，個人の一日の生活行動

を詳細に記述することが可能となった．しかし，アクテ

ィビティモデルはこれまで多くの研究で利用されてきた

ものの，モデルパラメータの推定に必要なアクティビテ

ィダイアリ調査の負担が大きいことや，過去の調査デー

タを用いることよる予測精度に問題があることなどから

実務的な利用が限られているのが現状である． 

一方で，最近では個人の行動履歴や移動，滞在に基づ

いたビッグデータを継続的に入手することが可能となっ

てきている．その例として，株式会社ドコモ・インサイ

トマーケティング（以下，ドコモ・インサイトマーケテ

ィング）が提供する，1 時間毎に日本全国のメッシュ別

滞在人数を24時間365日把握することができる「モバイ

ル空間統計」1) があり，これらのデータにアクティビテ
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ィモデルを同化させることで，現況に即した個人の行動

を再現できる 2) 3)．この手法を用いることで，災害時な

どで急激に人々の行動が変化した際や通常とは異なる人

口の変動が生じた際にもその行動の再現を図ることが可

能と考えられ，今回の COVID-19 による行動変化もその

状況の一つである． 

 以上の背景の下，本研究ではアクティビティシミュレ

ータと観測データを用いて，通常とは異なる人口の変動

が生じた際の行動の再現を，COVID-19 によって急激に

生活や行動が変化した状況を例として取り上げて行うこ

とを目的とする．本研究では，COVID-19 による行動変

化の中でも，特に人々の行動が急激に変化した2020年 4

月の緊急事態宣言発令期間中の人々の行動の再現を図る．

またアクティビティシミュレータのうち，固定活動とし

ての勤務に関するデータを入力でき，在宅勤務の状況を

シミュレータ内で考慮することができると考えられるこ

とから，アクティビティシミュレータ PCATS4)（Prism-

Constrained Activity Travel Simulator）を本研究で使用する． 

 

 

2. 既存研究の整理と本研究の位置づけ 

 

(1) 既存研究の整理 

本研究に関する既存研究を，アクティビティシミュレ

ータ PCATS を用いた行動予測に関する研究とコロナ禍

における人の移動および予測に関する研究に分けて示す． 

a）アクティビティシミュレータ PCATS を用いた行動予

測に関する研究 

アクティビティシミュレータPCATSは藤井ら 4)によっ

て開発され，様々な研究で用いられている．PCATSは 1

日の活動を仕事や学校などの「固定活動」と買い物など

の「自由活動」に分類し，時空間プリズム制約を考慮し

た上で，個人の生活行動に関する意思決定を時間軸上で

逐次再現する生活行動マイクロシミュレーションである．

PCATSを用いた研究として，布施・原田5) は， PCATSと

モバイル空間統計を用い，東京都心三区を対象に現況に

即した個人の移動の再現を図った．福富 6)は東京23区を

に範囲を拡大し，アクティビティモデルと異種交通デー

タを用いて，パーティクルスムーザを実行することで，

人口の再現率を向上させ，個人の行動を推定する手法を

提案した．また，大竹・菊池 7)は仙台都市圏において

PCATSと交通流シミュレータ SOUNDを組み合わせたシ

ミュレーションシステムと観測データを統合させ，広範

な都市圏レベルでもデータ同化が有効であることを示し

た．菊池 8)らは豊田市を対象にPCATSを適用し，時差出

勤やノーカーデー，公共交通の改善などの施策の評価を

示した． 

b) コロナ禍における人の移動および予測に関する研究 

 廣瀬 9)らは，アクティビティシミュレータPCATSとモ

バイル空間統計を用い，東京 23 区を対象として緊急事

態宣言発令期間中の個人の行動の再現を図った．アクテ

ィビティ PCATS の出力結果をモバイル空間統計人口に

同化させ，就業者の勤務地を再配置することで緊急事態

宣言中でのゾーン別の滞留人口を適切に再現できるシミ

ュレーションを可能とした．一方で，推計された在宅勤

務率に関しては，実際の数値よりも低く算出されたと述

べている．三嶋・秋山 10)は，モバイルビッグデータを活

用してコロナ禍における人の動きの変容を分析し，人手

の大小と感染者数の推移との間にある程度の関連性があ

ることを明らかにした．また，西堀ら 11)は交通状況を継

続的に捉える多様なデータを用いて，COVID-19 の対策

による人出の変化を分析し，時間帯別における対策の影

響や活動別の影響を明らかにした． 

 

(2) 本研究の位置づけ 

 本研究では，既存研究と同様にアクティビティシミュ

レータ PCATS を用いて，廣瀬らの既存研究での対象範

囲を東京都市圏に拡大することで，東京 23 区を対象と

したときには考慮されなかった遠方からの通勤通学者や

東京 23 区外での移動を考慮したシミュレーションを行

い，コロナ禍における広範囲での行動を把握する．また，

その際に用いられた在宅勤務を決定するアルゴリズムを

変更し，より詳細な人々の行動の再現を行う． 

 

 

3. シミュレータの設定 

 

(1) 対象地域 

 本研究の対象地域は，東京都市圏である(図-1)．平成

30年に実施された第6回東京都市圏パーソントリップ調

査（以下，PT調査）が実施された範囲全域であり，そ 

 

 

図-1 対象地域である東京都市圏 
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の範囲は東京を中心とする半径約 80km 圏内で，東京都，

神奈川県，埼玉県，千葉県，茨城県（南部）の面積約

15,000km²，5 歳以上の夜間人口が約 3,660 万人（平成 30

年現在）の地域である 12)．シミュレーションの解像度は，

東京都市圏 PT 調査における計画基本ゾーンの全 615 ゾ

ーンであり，東京都 164 ゾーン，神奈川県 168 ゾーン，

埼玉県118ゾーン，千葉県113ゾーン，茨城県52ゾーン

となっている． 

 

(2) PCATSおよび分析に使用したデータ 

 PCATSおよび分析に使用したデータを以下に示す． 

a) 入力データ 

 PCATS に入力するデータとして，平成 30 年東京都市

圏 PT 調査データを用いた．対象となる個人は，モバイ

ル空間統計で対象年齢となっている 15 歳～79 歳のうち

東京都市圏に居住しており，都市圏内に固定活動を持つ

個人である．その調査対象人数は，PT 調査データから

欠損値を取り除いた 29,680,605 人である．入力する個人

データは，{個人 ID，カテゴリ，居住地ゾーン，就業

（就学）ゾーン，性別，年齢，職業，免許有無，世帯保

有自動車数，拡大係数，世帯人数，固定活動内容/場所/

時間}であり，固定活動については，PT 調査データから

得られる各個人の就業先活動と就学先活動のほか，朝起

床してから自宅を出るまでの在宅活動と夜自宅に帰宅し

てから就寝するまでの在宅活動を固定活動と定義した．

また，一日の最初と最後には自宅にいるという仮定をす

るために，シミュレーション時間の最初と最後に各 10

分の在宅活動を固定活動とした． 

 交通機関LOSデータは，平成30年のPT調査時のデー

タを使用した．対象ゾーン間のトリップを代表交通手段

別に抽出して，費用・時間・乗換回数等の平均値を算出

した．地域データ（面積，人口，サービス事業所数，人

口密度，サービス事業所数密度）に関しては，GIS より

面積を，平成 27年国勢調査より人口を，平成 26年経済

センサスよりサービス事業所数を算出し，計画基本ゾー

ンに合うように変換して使用した． 

 また，PCATS 内部モデルパラメータに関しては，京

阪神都市圏アクティビティダイアリ調査によるデータか

ら藤井ら 4)および福冨 6)によって構築されたパラメータ

を使用した． 

b) 観測データ 

 観測データとして，ドコモ・インサイトマーケティン

グが提供するモバイル空間統計を使用した．モバイル空

間統計は，NTTドコモの携帯電話ネットワークの仕組み

をもとに作成される人口統計情報であり，1 時間ごとの

人口を24時間365日把握することが可能である．本研究

では，500m メッシュの人口分布統計のうち，居住地

（市区町村）別の分布統計を使用した． 

 

図-2 4月 22日の東京都市圏でのモバイル空間統計の時間帯別

人口 

 

そして今回，居住地別の人口分布統計において 2020

年 4 月 22 日（水）の人口分布統計を使用した．この日

は，第一回緊急事態宣言が発令されてちょうど 2週間が

経過した日であり，緊急事態宣言によって大きく変化し

た人々の生活や行動の様子を最もよく示していると考え

られる．本研究では，居住地（市区町村）別の分布統計

から東京都市圏に住む人のみを集計したのち，東京都市

圏の計画基本ゾーンに合うように面積按分を実施し，時

間帯別の人口を算出した． 

算出した結果を図-2 に示す．図-2 より，夜間人口に

比べて昼間人口が減少していることが確認できる．この

人口に関しては，昼間にかけて東京都市圏外に異動した

分の人口とモバイル空間統計の秘匿処理によって除去さ

れた分の人口の二つの可能性が考えられる．PT 調査か

ら約 50 万人ほどが東京都市圏外に固定活動を持ち移動

していることが確認できるため，今回用いるモバイル空

間統計では約 140万人が秘匿処理によって除去されてい

ると把握できる． 

 本研究では，シミュレーション実施時に，入力データ

の拡大係数をモバイル空間統計で減少した分に合わせて

減少させることでモバイル空間統計に合わせるようにす

る．この手法によりモバイル空間統計に合わせた人数で

シミュレーションを実施することができる． 

 

 

4. 在宅勤務の割り当て方法 

 

本研究では，観測データの人口分布に適合するように，

勤務場所を修正する．その際，布施・原田 5)，大竹・菊

池 7)などの研究で用いられている手法とは異なり，廣瀬

ら 9)の研究で用いられた，PCATSへのインプットである

「固定活動」を適宜変更することで，シミュレーション

を観測データに適合させる．廣瀬らの研究では固定活動

のデータを対象とし，固定活動の変化確率を求めること

でコロナ禍での在宅勤務の実施をシミュレーション内に

反映させ，人々の行動を再現を図っている．一方で，用
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いられた在宅勤務決定方法には課題があり，今回その手

法を改良して新たな手法を用いることとした． 

 

(1) 既存研究における課題 

 廣瀬ら 9)の研究成果として，コロナ禍で変化した勤務

状況をモデル内に反映できることが確認された．一方で，

この手法では，在宅勤務の実施によるゾーン内での人数

の入れ替わりを考慮できないことが課題として指摘され

る．在宅勤務の尤度がゾーン別のシミュレータの出力人

口とモバイル空間統計の人口分布の差に応じて設定して

いるため，図-3 に示しているようにあるゾーンを目的

地とする人数と到着地とする人数が同じゾーンでは，観

測データに変化がない． 

 

 

図-3 ゾーン内での人数の入れ替わりの様子 

 

(2) 改良した同化手法 

上述した課題を踏まえ，廣瀬ら 9)ではモバイル空間統

計の総人口を用いていたが，居住地別の人口を用いて，

在宅勤務の尤度を設定する．具体的には，ある時間のシ

ミュレーション結果で得られる各ゾーンの居住地人口を，

モバイル空間統計のある時間の居住地別人口を用いて，

式(1)によって個人の在宅勤務尤度を設定する． 

 

𝐿𝑖𝑘𝑡 = 1−
モバイル空間統計による人数𝑦𝑖𝑘𝑡

PCATS シミュレーションによる人数𝑥𝑖𝑘𝑡
（𝐿𝑖𝑘 > 0）(1) 

𝐿𝑖𝑘 = 0（𝐿𝑖𝑘 < 0） 

 

𝐿𝑖𝑘𝑡：時間𝑡における個人の在宅勤務尤度 

𝑦𝑖𝑘𝑡：時間𝑡における PCATSから推計された市区町村𝑖に

居住しゾーン𝑘 に滞在する人数 

𝑦𝑖𝑘𝑡：時間𝑡におけるモバイル空間統計から推計された

市区町村𝑖に居住しゾーン𝑘に滞在する人数 

 

上述したアルゴリズムによって，PCATS 個人に在宅

勤務を割り当ててゆく．今回は，廣瀬ら 9)の研究と同様

に，コロナ禍での在宅勤務や時差出勤等を考慮するため

に，複数の時間帯で在宅勤務の割り当てを行う．具体的

には，午前中の勤務状況を考慮する時間として 11 時，

午後での勤務状況を考慮する時間として 16 時，退勤時

間の早まりを考慮する時間として 21 時の 3 つの時間帯

である． 

a) 11時 

 午前 11 時の時点で式(1)に従って個人ごとに在宅勤務

尤度を設定し，この尤度に従って拡大時に個人に在宅勤

務を割り当てる．この在宅勤務を 10 パターン作成し，

最もモバイル空間統計に近くなったシミュレーションで

の入力データを次の時間帯である 16 時のシミュレーシ

ョンに用いる． 

b) 16時 

次に午後での勤務状況を考慮するために 16 時を同化

時間として選定し，モバイル空間統計との同化を行う．

16 時での同化手法による基本的な考え方は，廣瀬ら 9)の

研究での考え方に従う．午前中は出社して午後から在宅

勤務をする人に関しては，11 時に在宅勤務を割り当て

てシミュレーションした結果を 入力データとして用い

た場合のシミュレーション結果から， 16 時における式

(1)より計算される在宅勤務尤度を用いて，拡大後の午

後在宅勤務を実施する個人 を決定する． 

また，午前中は在宅勤務をして午後から出社する人に

関しては居住地別の人口に合わせる手法および式(1)の

適用が難しいと考えたため，廣瀬らを参考に 11 時時点

では在宅勤務をしており，16時において， 

① シミュレーションによる人口がモバイル空間統計を

上回っているゾーンに居住している人 

② シミュレーションによる人口がモバイル空間統計を

下回っているゾーンに勤務している人 

を午後から出社するようにする．その際，以上2つに該

当する個人に対し，居住地側，勤務地側それぞれの在宅

勤務尤度を以下の式(2)で設定する． 

𝐿𝑡𝑘 = |
𝑥𝑖 − 𝑦𝑖
𝑦𝑖

|        （2） 

𝐿𝑡𝑛：時間𝑡における個人𝑛の在宅勤務尤度 

𝑥𝑖：PCATS結果におけるゾーン𝑖の滞在人口 

𝑦𝑖：モバイル空間統計におけるゾーン𝑖の滞在人口 

 

更に，廣瀬らの考え方に従って，出社および帰宅の移

動時間を考慮し，「12 時まで在宅勤務で 13 時から出社

勤務」もしくは「12 時まで出社勤務で 13 時から在宅勤

務」とした 

c) 21時 

コロナ禍では飲食店の休業などがあり，夜間の外出や

外食をする人の減少などが起きており，この影響を考慮

する．16 時に在宅勤務を割り当てた場合のシミュレー

ションから，式(1)に従って 21 時において出社している

人のうち退勤時間を早める人の割合を設定する．その後，

この割合に従って個人の早期退社を割り当てる．ここで

も廣瀬ら 9)の研究と同様に，19時半を退勤時間として設

定した．そして，その割り当てに従ってシミュレーショ
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ンを実施することを繰り返し，モバイル空間統計に最も

近かった結果を当日の在宅勤務を再現するシミュレーシ

ョンとして採用する． 

 

 

5. PCATSの適用結果 

 

(1) 夜間人口の確認 

 PCATSを適用するにあたり，まず初めに午前3時の段

階でシミュレーションを実施し，夜間人口の分布に大き

な違いがないかを確認する．比較した様子を図-4，図-5

に示す．図-4，図-5 は横軸にゾーン番号，縦軸に夜間

人口を示しており，615 ゾーンでの夜間人口の分布の様

子を二つの図に分割して示している．図-4，図-5 より，

両者共に類似の傾向を示しており，決定係数を求めたと

ころ，決定係数𝑅2=0.9688 と非常に高い値を確認できた．

よってこのことから夜間人口を問題なく再現できている

といえる． 

 

(2) 各時間での同化の結果 

 4 章で示したアルゴリズムを，夜間時間帯以外である

11時，16時，21時の 3つの時間で適用した．1回のシミ

ュレーションに要した時間は約 100分，総計算時間は  

約 13時間程度であった（CPU：Inter(R) Core(TM) i7-8700K 

CPU@ 3.70GHz，メモリ：48.0GB）．勤務地を変更させ

ずにシミュレーションを実施した結果を「在宅勤務考慮 

 

 

図-4 午前 3 時における PCATS シミュレーションとモバイル 

空間統計の比較（ゾーン番号 10 ~ 2913） 

 

 

図-5 午前3時におけるPCATSシミュレーションとモバイル空

間統計の比較（ゾーン番号 2914 ~ 6235） 

無し」，モバイル空間統計と同化して勤務地を変更し， 

シミュレーションを実施した結果を「在宅勤務割り当て

後」とし，各時間でゾーン別の滞在人口を比較した．こ

こでは，特に同化による滞在人口の変化が大きかった

11 時での同化の結果を横軸にゾーン番号，縦軸に滞在

人口をとって図-6，図-7 に示す．また，精度検証とし

て以下の式(3)で示す平均平方二乗誤差(RMSE)を算出し，

予測の精度を検証した．その結果を表-1に示す． 

𝑅𝑀𝑆𝐸 = √
1

𝑛
∑ (𝑥𝑖 − 𝑦𝑖)2
𝑛
𝑘=1    （3）  

𝑥𝑖：シミュレーションでのゾーン𝑖の滞在人口 

𝑦𝑖：モバイル空間統計のゾーン𝑖の滞在人口 

𝑛  ：ゾーン数 

 

図-6，図-7 において，青い折れ線は在宅勤務の考慮無

しのシミュレーションの結果を，オレンジの折れ線は在

宅勤務の割り当て後のシミュレーションの結果を，グレ

ーの折れ線は，モバイル空間統計を示している．また，

図-6 のピンク色で塗られている箇所は，在宅勤務を考

慮しない場合と割り当てた場合で滞在人口の変化が大き

いゾーンであり，これらのゾーンは山手線内に位置して

いることが確認できた．故にこれらのゾーンで働いてい 

 

 

図-6 11時におけるゾーン別滞在人口（ゾーン番号 10 ~ 2913） 

 

 

図-7 11時におけるゾーン別滞在人口（ゾーン番号 2914 ~ 6235） 

 

表-1 同化前後における時間別の平均平方二乗誤差(RMSE) 

 11時 16時 21時 

在宅勤務考慮無し 18674 5025 6632 

在宅勤務割り当て後 5460 4541 6151 

精度向上率 (%) 70.8 9.6 7.3 
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る人々の多くが在宅勤務をしていることがわかった．ま

た，表-1 より，各時間において同化前後 RMSE が減少

していることが確認でき，モバイル空間統計に近づいて

いることが示された．特に 11 時において RMSE が大き

く減少しており，16 時，21 時での変化が大きくないこ

とから，11 時で在宅勤務を設定した 16 時でのシミュレ

ーション結果はモバイル空間統計からそれほど離れてい

ない，つまり在宅勤務を午前・午後で変更している人は

少ないと考えられる．  

 

(3) 在宅勤務の実施状況 

 モバイル空間統計に適合するように在宅勤務を割り当

てることで，コロナ禍における人々の行動の様子を再現

することができた．このシミュレーション結果は，個人

の行動を再現していることから，在宅勤務の実施状況を

把握することができる．以下の表-2 に就業者の勤務状

況について示す． 

表-2より，東京都市圏での全体の在宅勤務率は 38.6%

であることが分かった．一方で，大久保敏弘・ NIRA 総

合研究開発機構(2020)「第 2 回テレワークに関する就業

者実態調査報告書」13)によると，一都三県での 2020 年 4

月のテレワーク率（2020年 6月調査実施）は 38%であっ

たと推計されており，かなり近い値を示すことができた．

今回は東京都市圏を対象としており，一都三県と比較す

ると茨城県南部が対象地域として入ってしまっているこ

とや，シミュレーションでは内々ゾーンの移動を考慮し

ていないことなどから，今回のシミュレーションで完全

に再現できたとはいえないと考えられる．しかし，東京

23 区を対象としてシミュレーションを実施した廣瀬ら 9)

の研究では，在宅勤務率が低く推計されてしまっており，

統計データに近い値を示すことができたことから，今回

の研究は廣瀬らの研究で示されていた課題を解決できた

のではないかといえる． 

 また，在宅勤務の実施状況に関して，計画基本ゾーン 

 

表-2 勤務形態別の勤務人数と在宅勤務率 

の居住地別，就業地別での在宅勤務率を算出した．その

結果を図-8，図-9 に示す．図-8 より居住地別では，全

体的に満遍なく在宅勤務が実施されていることが読み取 

れる．また，埼玉県北東部や千葉県東部，北部などのよ

うな東京都内，特に山手線内エリアに電車で行くことが

可能なゾーンかつ都内から離れているゾーンは在宅勤務

率が比較的高い傾向にあることがわかる．一方で，神奈

川県と静岡県の県境かつ県内最西部に位置する山北町で

は在宅勤務率がかなり高かった．山北町は町内のほとん

どが山間部というような場所であり，居住者もあまり多

くないが，在宅勤務実施者の勤務地を確認したところ，

山北町の南に位置している，小田原市や箱根町が勤務先

である就業者が多く確認できた．今回，観測データとし

て用いた 2020年 4月 22日は，第一回緊急事態宣言が発

令されていた期間であり，小田原市や箱根町ではコロナ

の影響でホテルや旅館の休業が相次ぎ，就業先での勤務

が出来る状況ではなかったということが背景として考え

られる．しかし，この場合，おそらく多くの就業者が在 

 

図-8 居住地別の在宅勤務率 

 

 

図-9 就業地別の在宅勤務率 

勤務の仕方 人数 割合 

一日出社 7941149 57.1％ 

午前出社  

午後在宅 
315449 2.2％ 

午前在宅  

午後出社 
291072 2.1％ 

一日在宅 5364706 38.6％ 

計 13912376  

在宅勤務率 

(一日在宅/計) 
38.6％ 
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宅勤務をしていたというよりも勤務先が休業になり，い

わば失業に近い状態になっていたのではないかと想定さ

れる．今回のシミュレーションでは，このような失業に

近い人を考慮せず，在宅勤務実施者として推計してしま

ったため，該当ゾーンにおいて在宅勤務率が高くなって

しまったと考えられる． 

 一方で，図-9 に示す就業地別での在宅勤務率を見て

みると，山手線内のゾーンで在宅勤務率が高くなってい

ることや横浜や大宮，浦和，川崎といった政令指定都市

（大都市），そしてそれらをつなぐ鉄道沿線のエリアで

在宅勤務率が高くなっていることが確認できる．また，

東京都の西部に位置する檜原村で在宅勤務率がかなり高

いことがわかる．この原因として考えられることは，檜

原村にはコテージや民宿，旅館，キャンプ場が多くあり，

こちらも山北町の内容と同様にコロナによって来客数に

歯止めがかかり，旅館や民宿が休業を余儀なくされたと

いうことである．この場合も，失業のような人が発生し

ていたと考えられ，シミュレーションでは考慮せず在宅

勤務実施者として推計してしまったため，在宅勤務率が

高くなってしまったと考えられる． 

 

 

6. まとめ 

 

 本研究ではアクティビティシミュレータ PCATS と観

測データであるモバイル空間統計を用いて，通常とは異

なる人口の変動が生じた際の行動の再現を，COVID-19

によって生活や行動が急激に変化した状況を例として取

り上げて実施した．その中でも特に人々の行動が急激に

変化した2020年4月の緊急事態宣言発令期間中の人々の

行動の再現を図った．本研究は，コロナ禍での同様の期

間を対象に行動の再現を行った廣瀬らの研究において指

摘されていた，対象範囲の拡大および在宅勤務を決定す

るアルゴリズムの変更を実施した． 

対象範囲を東京 23 区から東京都市圏に拡大し，また，

在宅勤務を決定するアルゴリズムを変更して，行動の再

現を行った結果，シミュレーションとモバイル空間統計

との適合度を示す平均平方二乗誤差RMSEがかなり小さ

な値となり，より詳細な行動の再現を行うことができた．

また，シミュレーション結果から，在宅勤務率を推計し

た結果，統計データによる在宅勤務率に近い値を示すこ

とができ，廣瀬らの研究で指摘されていた，在宅勤務率

が低く算出されたという課題を解決できたといえる．更

には，居住地別や就業地別での在宅勤務率を示した結果，

概ね想定通りの結果を得られることができた一方で，観

光業や宿泊業が盛んな地域ではコロナ禍の影響で失業に

近い人々が存在していた可能性が考えられた．今回は，

そのような失業に近い人々を全く考慮せずにシミュレー

ションを実施したため，今後は，失業者の存在等を考慮

していく必要があると考えられる． 

 今回，対象範囲を東京都市圏という大規模な都市圏に

設定し，コロナ禍という通常とは異なる行動を示した状

況で人々の行動を適切に再現することができた．しかし，

今回は2020年4月のみを対象として行動の再現を実施し

たに過ぎず，約 2年経過した現在ではコロナ禍に対応し

たまた異なった行動が観測されている．今後，コロナ禍

を踏まえた生活が続くであろうと考えられており，生活

様式の構築や感染症対策の実施に向けても中長期的に

人々の行動を把握していく必要があると考えられる．今

回使用したモバイル空間統計のような現状を把握できる

モニタリングデータが継続して得られれば，本研究で示

したアクティビティシミュレータと観測データによる行

動を再現する手法を応用して人々の行動を詳細に把握す

ることが可能となり，効果的な都市政策の実施や社会の

構築につながると期待される． 
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法の開発（課題番号 20H02280）」によって実施されま

した．また，貴重なデータをご提供いただいた株式会社

ドコモ・インサイトマーケティングならびに東京都市圏
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RESEARCH ON REPRODUCTION OF INDIVIDUAL BEHAVIOR  

USING ACTIVITY SIMULATORS AND OBSERVED DATA 

－RECREATION OF TELECOMMUTING FOR THE CORONA DISASTER－  

 

Ryosuke ISAKA, Kuniaki SASAKI and Akira KIKUCHI 

 
In April 2020, a state of emergency was declared due to the spread of the new coronavirus, and people’s 

behavior changed dramatically. In order to avoid contact with people, people refrained from going out and 

teleworking, and a new lifestyle was established. It is likely that this coronavirus based lifestyle will con-

tinue in the future, and it is important to understand changes in people’s behavior in detail. In this study, 

we attempted to reproduce people’s behavior in April 2020 in the Tokyo metropolitan area using an activity 

model that reproduces people’s behavior and cell phone base station data that can capture individual be-

havior history. As a result, we were able to appropriately reproduce the behavior of people in the Corona 

Disaster and estimate changes in telecommuting rates and OD by various attributes, such as residential area, 

age group, and occupational category, which cannot be grasped by questionnaire surveys alone. 
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